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「県庁の働き方改革」に関する提言 



三重県庁の現状 
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団塊世代が70代に突入するのは2017年。 
ボリュームゾーンの定年退職まで残された時間はわずか。 

一刻も早く、育児や介護による時間的な制約をもつ人材の集合体でも、 
成果を出せる仕事のやり方に転換しておかなければ立ち行かなくなる。 

※知事部局の常勤職員数 
         （平成２８年４月１日現在） 

男性職員 女性職員 





三重県庁の働き方における問題点・課題とその解決策（提言） 
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＜懇談会における議論のスタート＞ 
• 労働力人口が減っていく中、県庁に求められるニーズの幅は広がっており、一人当たりの仕事量は増えて

いく一方。しかし、ベテラン層でもある50代が職員構成のボリュームゾーンになっており、定年退職まで
の残された時間が限られている中で、県民サービスの向上に向け、限られた人材で今以上に質の高い仕事
ができる組織づくりが急務である。 

• さらに、「少子化」や「女性活躍推進」等の問題を解決する経営戦略として、「働き方改革」を三重県庁
が取り組み、その成功事例を県内企業へ広げ、三重県全体の発展へと繋げていくことが望ましい。 

 
① 県民の多様なニーズに応えるべく、業務や

事業が増え続ける中、「やめる」「なくす
」判断ができていない 

② 多くの職場でベテラン層への仕事の偏りや
、一業務一人担当による属人的な仕事の進
め方が見受けられ、ノウハウが蓄積されて
いない 

③ 休日のイベント等があるため、休日振替が
優先され、有休取得の優先順位が下がって
いる 

④ コミュニケーション不足や職員構造上の問
題によって若手の昇進意欲低下や不要な手
戻り等による業務過多が生じている 

⑤ 様々な取り組みを実施するも、全部署一律
の取り組みが多く、各職場の事情に合わせ
た解決策になっていなかったことから、取
り組みが定着していない 
 
 

働き方における問題点・課題 
 
① 「会議」「出張」をやめる・なくすため

の取り組みの実施 

② ペーパーレス化によるフリーアドレスの
実現 

③ ドイツの「労働時間貯蓄制度」等を参考
にした、柔軟な働き方・時間編成を実現
する制度の実施 

④ 職員のパフォーマンスを最大化し、モチ
ベーションをアップさせるコミュニケー
ションの工夫や表彰制度等の実施 

⑤ 各職場毎の「ワーク・ライフ・マネジメ
ントアクションシート」（仮称）の作成
と定期的・継続的なトップからの発信 
 

問題点・課題の解決策（提言） 



提言①「会議」「出張」をやめる・なくす 
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■会議の「無理・無駄」をなくす 
 「三重県庁スタンダードルール」(P.6参照) を全会議室（知事室を含む）に掲示する 
 議題ごとに所要時間を事前に設定しておく 
 当日は議題ごとにタイマー（キッチンタイマー等音のなるもの）を設定する 
 「ファシリテーター」「議事録」「タイムマネージャー」等の役割を事前に設定する 
 上記役割を事項書の項目として設定し、全庁共通のフォーマットとして使用する 

 
■出張の「無理・無駄」をなくす 

 テレビ会議や電話・メール等を活用し、出張せずに対応できるようにする 
 「ご挨拶」によるアポイントをゼロにする 

 
■「やめる・なくす」会議の実施 
 まずは課（もしくは班）で、自分たちの業務を振り返り、やめられそう・なくせそうなも 
 のを洗い出す（ 2週間に一度、30分程度）。その後、部単位で課長が集まり、定期的に 
 （月に1回以上）「やめる・なくす」業務を検討する。その場ですぐに判断できるようにする 
 ため、決裁権のある部長も参加する。 
 ※事業等の大きなものではなく、仕事のやり方・進め方の部分にフォーカスする 

～現状と問題点・課題～ 
労働力人口が減少している中で、多様化し続ける県民のニーズに応えるためには、今ある仕事・プロセスの無
理・無駄を「やめる」「なくす」ことで時間を捻出する必要がある。特に、「会議」「出張」はこれまでの「
当たり前」が暗黙のルールになっていることが多く、改善の余地があるとの声も多い。一方で、現場では「や
める」「なくす」判断ができないことも多く、本当に必要な「会議」「出張」に絞り込んでいくためにも決裁
権のあるトップが「やめる」「なくす」判断をしていく必要がある。 

「これまでにやってきたこと」を当たり前にせず、 
過去のやり方にも疑問を持ち、現状に合わせたやり方へと変革していく。 





提言②ペーパーレス化によるフリーアドレスの実現 
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■ペーパーを保存・保管しない 
書類は全てイメージ処理化し、情報の属人化排除とオフィス内スペースの有効活用に繋げる。今後のペーパー
レスだけでなく、これまでのペーパーについてもイメージ処理化をし、探す・引き継ぐ時間の短縮削除等へ繋
げる。処分に迷った際にすぐに相談・判断できるよう、ペーパー処理の作業時間は一斉に設定・実施する。 

 
■使用するPC・デスクを固定化しない 
同じPC・デスクを使い続けることで、情報が属人的に蓄積してしまうため、情報は全て共有サーバーへ保存し
、どのPC・どのデスクでも仕事ができる環境を整備する。 

 
■共有サーバー・フォルダのルール設定 
保存の仕方が人によって異なることで、探す手間が増えることを防ぐため、【ファイル名】【フォルダ名】【
保存期間】等のルールを全庁的に設定する。 
 

■モバイルワーク推進で「どこでもオフィス化」を実施 
フリーアドレスの実現でモバイルワークも可能になる。職員の多様なライフスタイルに合わせて、勤務しやす
い場所で勤務ができるようにする。さらに県内企業を訪問し、サテライトオフィスとして活用することで、タ
イムリーな県民ニーズのインプットや働き方改革を進める民間企業からの学びにもつなげていく。 

～現状と問題点・課題～ 
多くの職場で、一業務一人担当により、関係書類やデータの保管方法、事業や業務の対応方法まで、あらゆる
面で属人的に進められており、ノウハウが蓄積されていない。また、関わりやコミュニケーションを増やすこ
とで得られる新しいインプットや職員同士のシナジーが、座席の固定化によって制限されてしまっている。そ
のため、職員のボリュームゾーンである50代職員の定年退職や両親の介護等による時間的制約が生じる前に
、若手職員を含め、誰であっても質の高い仕事ができる環境づくりが急務である。 

県庁内でしか仕事ができない環境から脱却し、さらに働く環境を多様にすることで、 
県民のニーズをタイムリーに県民サービスに反映させる。 



提言③柔軟な働き方・時間編成を実現する制度の実施 
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～現状と問題点・課題～ 
部署によって休日のイベント等を開催しており、定められた期間内に同じだけの振替を取得する必要があるが
、振替取得を優先するために有休取得が後回しとなり、他部よりもトータルの有休取得日数が少ない傾向が見
られる。また、休日出勤分を時間外勤務としてプラスと考えるのではなく、休日に出勤することがあっても定
められた時間内におさまるような平日の業務の調整や見直しが必要である。そこで、他県に先駆けて、ドイツ
の「労働時間貯蓄制度」のように、柔軟な働き方・時間編成を実現する制度を整備することが必要である。 

■｢労働時間貯蓄制度｣や｢勤務間ｲﾝﾀｰﾊﾞﾙ規制｣を参考にした時間意識を高める制度を導入する 
県職員の勤務時間は月～金曜日08:30～17:15に定められているが、｢勤務間インターバル規制(時間外労働な
どを含む1日の最終的な勤務終了時から翌日の始業時までに、一定時間のインターバルを保障することにより
従業員の休息時間を確保しようとする制度)｣やドイツで従業員250人以上の事業所の8割以上が導入している｢
労働時間貯蓄制度(職場で定めた労働時間と、残業時間を含め実際に働いた時間の差を勤務先の口座に積み立
て、後から従業員が有給休暇などに振り替えて利用できる仕組み)｣等を参考に、職員の多様な働き方に柔軟に
対応できる、そして個々の時間意識を高めていく制度を設計し、導入する。 
 

■年間の休暇取得を可視化する 
予定や計画がないことで有休取得の優先順位が下がりやすいので、各職場で、年度初めに職員の年間休暇取得
予定をホワイトボードや共有カレンダー等を使って設定し、誰でも確認できるように可視化する。(P.9参考) 
誰がいつ休むのかを把握することで、前後の仕事の調整や事前に引き継ぎを計画的に行うことができる。さら
に、「忙しいと休暇が取れない」という意識から「休暇予定に合わせて、質を担保したまま時間内に仕事を終
わらせるにはどうしたらいいか？」を考える習慣を定着させる。 
 

柔軟な休暇取得は、属人化を排除するだけでなく若手の育成にも有効。 
時間意識を高め、しっかりと休暇をとることにより、職員の疲弊を防ぎ、 

最大のﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽを出せる健康な状態を作り、県民ｻｰﾋﾞｽの質の向上・満足度向上を目指す。 



【参考】年次有給休暇取得計画（教育委員会） 
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時間外勤務時間・年次有給休暇取計画 ※数字や休暇設定はイメージです

日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

曜日
課長 １さん 21 21

A班 ２さん 休 休

３さん 21 21 19

４さん 21 19

５さん

６さん 休 休 休 休

７さん

８さん

B班 ９さん

１０さん 19

１１さん

１２さん

C班 １３さん 20

１４さん

１５さん 21

１６さん 20 21

１７さん

D班 １８さん 休 休 休

１９さん

２０さん 19 休 休

２１さん

２２さん 21 20 21

２３さん 20

２４さん 20



提言④モチベーションアップに繋げる表彰制度の実施 
10 

■高い成果をあげた人を「支えた人」を表彰する 
同じ部や課の職員に自分のノウハウを開示した人、育成した人、「縁の下の力持ち」として前面に立つ職
員を陰で支え続けていた人…等を表彰する制度を設置する。 

 
■「相談タイム」を設定する 
部下からの「ちょっといいですか」で手が止まる、上司の忙しさに遠慮して部下から声を掛けられない、
ということを防ぐべく、共有カレンダーを活用して管理職は一日1時間以上の「相談タイム」を部・課の
職員に見える形で設定する。 

 
■仕事の任せ方を工夫して、手戻りゼロを目指す 
上司から部下へ仕事を任せる際には、投資してもよい【所要時間】と完成・完了の具体的なイメージとし
て【質】を必ず伝える。完成・完了までの納期が長い場合は、途中経過も確認することで上司・部下双方
のイメージをすり合わせておく。 

 

～現状と問題点・課題～ 
職員向けのヒアリング等により、上司とのコミュニケーションミスによる手戻りの発生や若手職員の昇進意欲
が低下していることが分かった。多忙な上司への遠慮から詳細までの確認ができていない、聞きづらい職場の
雰囲気などが課題に挙がっている。また職員構造のボリュームゾーンが50代、管理職の層に職員数が多いこ
とで若手職員が昇進するポストが空いていない、経験や年次からベテラン層を上回る成果を出すことが難しく
、モチベーションダウンから諦め・割り切り型になっている、という状況が生じている。 

助け合う風土の醸成、チーム力の向上、管理職の育成力や“任せる力”を磨くことで、 
若手職員のモチベーションや昇進意欲が上がるだけでなく、職員全体の底上げを図る。 



提言⑤ＷＬＭｱｸｼｮﾝｼー ﾄ(仮称)の作成とﾄｯﾌﾟからの発信 
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～現状と問題点・課題～ 
 三重県庁では、平成26年度から「ワーク・ライフ・マネジメント」を推進しており、意識・風土改革、業
務効率化等様々な施策に取り組んでいる。短期間で時間外勤務500時間超／年の職員が37.6％減少、男性の育
児休業取得率が14.6％となる等一定の成果を上げているものの、取り組みに対する部署ごとの温度差や「自
分には関係ない」というような他人事の意識から、取り組みの停滞や定着しない状況が起こっている。 
 働く人・仕事内容が異なれば問題点・課題は多様化する。そのため、全庁一律の施策展開ではワーク・ライ
フ・マネジメントの推進には限界があり、さらに取組を加速するためには部署ごとの個別対応が必要である。
また、早く帰ることでサービスの質を諦めるのではなく、提言①～④の実施による様々なシナジー効果から短
時間でもサービスの質を最大化できる働き方を身に付ける。 

■職場ごとに「ワーク・ライフ・マネジメントアクションシート」（仮称）を作成する 
職場ごとに、｢自分たち｣に目を向けて問題点・課題を抽出し、その問題点・課題を解決するための施策
を検討する。実施完了までのスケジュールも合わせて検討し、これまでのマネジメントシート(P.12参照
)の実効性を高める「ワーク・ライフ・マネジメントアクションシート」を作成する。また、シートは県
庁内で共有し、取り組みの工夫やノウハウを蓄積していく。 

 
■トップ（知事・部局長）から定期的に発信し続ける 
県庁全体の取り組みが定着し、加速し続けていくためにも、取り組みの必要性や方向性についてトップ
から定期的に発信し続ける。さらには県内企業にも広げていくことも視野に入れ、県庁内への発信だけ
でなく、メディア等外部へも積極的に発信していく。 
 

県庁一律の取り組みだけでなく、職場ごとの特性や問題点・課題に合わせた 
解決策を実施することで本質的な課題の解決を目指す。 

さらにトップからの発信で取り組みの定着と県内企業への横展開を図る。 







14 【参考】懇談会委員の部局長から一言 

職員一人ひとりが「変わったな」と実感できるよう、これまでの取組を
財産に、さらに一歩踏み込んだアクションに挑戦します。 

総務部長 嶋田 宜浩 

「ライフ」と「ワーク」の充実に向けて、根気強く様々な 
取組に挑戦しブラッシュアップしていきます。 

                    地域連携部長 服部 浩  

班（課）を越えた応援体制を整えるとともに、「部局全員が同じ課」 
という意識のもと、助け合いの雰囲気づくりを行います。 

                    雇用経済部長 廣田 恵子 

自分と同僚、そして大切な人のために「やればかわる」 
の気持ちで働き方改革に取り組んでいきます。  

教育委員会教育長 山口 千代己 



懇談会の開催状況 
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①第１回懇談会（平成28年８月31日開催） 
ワークライフ・バランスの現状や県庁におけるワーク・ライフ・マネジメントの取組状況
を報告しました。また、県内企業の経営者が自社のワークライフ・バランスの取組を紹介
しました。 
 

②第２回懇談会（平成28年10月12日開催） 
働き方改革や生産性向上に向けた各部局の課題とその解決策について説明するとともに、
職員ヒアリングの結果を報告しました。また、県庁業務の「やめる、やらない判断」につ
いて委員と意見交換を行いました。 

 
③第３回懇談会（平成28年11月18日開催） 
第3回時に委員から出た意見やアドバイスを加え、改めて働き方改革や生産性向上に向けた
各部局の課題とその解決策について検討状況を報告するとともに、第4回目までに実施する
アクションについて共有しました。また、外部から見た県庁業務の効率化アイデアや実際
に実施されている生産性の向上に向けたアクションの事例について、委員と意見交換を行
いました。 

 
④第４回懇談会（平成28年12月６日開催） 
 県庁のワーク・ライフ・マネジメント推進に関して、働き方改革や生産性向上に向けた

各部局のアクションと実施後の変化や成果について状況を報告しました。また、参加した4
つの部局に限らず、県庁全体に取り組みを展開していくための方法について、委員と意見
交換を行いました。 



委員紹介（五十音順 敬称略 ◎座長） 16 

  白河 桃子  少子化ジャーナリスト・作家・相模女子大学客員教授 
 
  田中 大補  有限会社クローバー総合保険事務所 代表取締役 
 
   ◎永田 瑠奈  株式会社ワーク・ライフバランス コンサルタント 
 
  藤谷 俊文  社会福祉法人フジ福祉会 理事長 
 
  前田 明子  一般財団法人食品分析開発センターSUNATEC 
         総務・経理 室長 
 
  渡辺 義彦  株式会社百五銀行 代表取締役副頭取 
 
 
 
 
  上記委員のほか、 
  知事、総務部長、地域連携部長、雇用経済部長、教育長 計11名 



【事例①】 

一般財団法人食品分析開発センター
SUNATEC 

懇談会にて紹介された成功事例 

17 

※本資料の無断転載を禁じます。                                                   







【事例②】株式会社百五銀行 

懇談会にて紹介された成功事例 

20 

※本資料の無断転載を禁じます。                                                   



働き方改革推進にかかる意識醸成活動 21 

≪必要性の理解≫ 

・頭取によるトップメッセージを全行員あてビデオメッセージ  

 で配信し、改革取組みにかかる必要性の理解を図った。 

・管理者向けに全店長会で働き方改革の講演会を実施し、 

 自部署での具体的な活動手法を習得した。 

 

≪各部署での課題抽出≫ 

・改革目標設定にあたり、目標を一律に設定するのではなく、 

 部署単位でアンケートやミーティングを実施し、課題を抽出。 

 した。 

 

≪ 働き方改革宣言書作成≫  

・自部署の課題解決を目指し、所属長が宣言を行い、 

 メンバーが宣言達成のために行動を約束する形式で作成。 

・課題抽出から作成に至る過程で、全員参加で一人ひとりが 

 主体性を持った活動を促した。 

 

≪  働き方改革宣言書の公開、および活動好事例の共有≫ 

・行内全ての部署が作成した宣言書を、社内LＡＮで公開 

・随時、ブラッシュアップによる変更を受付るとともに、 

 活動好事例に関しても公開し、情報の共有化を図っている。 

※本資料の無断転載を禁じます。                                                   



【事例③】 

有限会社クローバー総合保険事務所 

懇談会にて紹介された成功事例 
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資料：アクションシート 

１ 総務部アクションシート  

 

２ 地域連携部アクションシート  

 

３ 雇用経済部アクションシート  

 

４ 教育委員会アクションシート 
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